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[論文要旨]
「欧州人権条約の下で保障された権利および自由に付加的効果 (furtherefectJを与える」こ
とを目的としたイギリスの 1998年人権法 (HumanRights Act 1998Jは.r公的機関 (public
authorityJが条約上の権利に適合しない方法で行為することは違法である」とした上で(第6
条l項).r一定のその職務が公的性質を有する職務である者」も「公的機関」に含まれる(第6
条3項b)と規定している。換言すれば，イギリスは，文面上第一次的に〈人権法の名宛人は「公
的機関」である〉という垂直的アプローチ (verticalapproachJを20世紀末に採用した一方で，
「公的機関」概念の拡張によって一定の私人(私的団体)を人権法に主義自己服さしめ得ること
としている。本稿は，、orepublic authority"と "hybridpublic authority"と称される.人権
法6条上の「公的機関」に関する種々の議論を参照した上で，人権規定の名宛人と私人聞におけ
る人権保障のあり方についての考察を試みるものである。
[キー ワー ド11998年人権法.公的機関，人権法6条.YL判決，私人間効力
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1 はじめに
「立憲主義の母国J1)すなわち「自分の前に出来あがったモデルをもたなかったJ2lと説明され
るイギ、リスにおける人権保障のあり方については，従来， i議会主権 (ParliarnentarySover-
eigntyJJという憲法原理の下での固有性・独自性が強調されることも少なくなかった 3)。たし
かに， i議会主権」の伝統と並んで，①成文憲法典の不存在/自然権を基礎とした「抽象的な成
文の形式の権利宣言J4)の不存在，②イギリス圏内では「人権」よりも〈自由とは，自由全体か
ら議会制定法やコモン・ロー上の法的制約の総計を引き算した「残余のもの CresidualJJである〉
という「市民的自由 (civillibertiesJ Jの考え方が採られてきたこと 5) はイギリスにおける人
権保障のあり方の固有性・独自性を示すものであろう。このような従来のイギリスの人権保障の
枠組みに一定の変化をもたらしたのが， 1998年人権法 (HurnanRights Act 1998，以下「人権法J
と記す〕の制定である。
1997年，政権に復帰した労働党は，ブレア首相の下で「憲法改革」の実行に着手した。その
柱の一つが「権利を国内に持ち帰る (bringrights horneJ J 6)ことを目的とした人権法の制定で
あった 7)。人権法は「欧州人権条約の下で保障された権利および自由に付加的効果Cfurther
effectJを与える」ものであり， i2000年，人権法は施行され……，イギリス法が認めるだけの『郵
法的CconstitutionalJ.I地位を有するものであるという合意がある」とも説明されている 8)。
人権法の特徴としては，① ir国会主権Jの原則と両立するように起草された」点，②「人権
条約上の保障する基本権のすべてではなく，選択して大部分を受容している」点，③「人権法が
もっぱら『公的機関Jによる人権侵害の防止と救済を行う立法であり，私人聞の人権侵害にいか
なる法的効果を及ぼすかを定めていない点J，が挙げられる九この特徴のうち③の点が本稿の
考察対象であり，問題となるのは人権法6条l項・ 3項・ 5項の次のような規定である。
第6条l項 公的機関 (publicauthority Jが条約上の権利に適合しない方法で行為するこ
1)芦部信喜『愈法学n(有斐閣， 1992年)33頁。
2) 樋口陽一『比較慾法〔会訂第3版)j(青林書院， 1992年)52頁。
3) たとえば，奥平康弘『憲法mj(有斐閣， 1993年)11頁以下参照。
4) 伊藤正己『法の支配j(有斐閣， 1954年)137頁。
5) 詳細は，倉持孝司『イギリスにおける市民的自由の法構造J(日本評論社， 2001年)21頁以下参照。
6) Home Ofice， Rights Brought Home: The Human Rights Bil (Cm. 3782， 1997)目
7) 1998年人権法に関しては，江島晶子『人権保障の新局面j(日本評論社， 2002年)223頁以下に鮮しい。
8) H. Fenwick， R.Masterman and G. Philipson.“The Human Rights Act in Contemporary Context" in H. Fen-
wick， G.Philipson and R. Masterman (edsふJudicialReasollillg ullder the UK Human Rights Act (Cambridge 
University Press， 2007) p.l.なお，我が固においては， 1998年人権法は「イギ~')ス憲法典」とも称されている(岡
島裕訳著『イギリス憲法典j(信山社.2001年))。
9) 中村民雄「欧州は権条約のイギリスのコモン・ロー憲法原員1)への影響一一『法の支配Jの変・不変一一」早稲田
法学87巻3号 (2012年)669・670頁。
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とは違法である。
第6条3項 本条において， i公的機関」は以下のものを含む。
(a)裁判所または審判所
(b)誰でも一定のその職務(functionsJが公的性質を有する職務である者
ただし，国会または国会の手続に関連する職務を行使する者は含まない。
第6条5項 特定の行為に関し，その行為 CactJの性質が私的なものであるならば第3項
bのみを理由として当人は公的機関とならない。
第6条l項にあるように， i第一に，人権法は条約上の権利に『垂直的 CverticaIJ .1効力を生
じさせる，すなわち国家および公的団体による権利侵害から市民の権利を保護するように設計さ
れているJ10)。換言すれば，イギリスは，文面上第一次的に〈人権法の名宛人は「公的機関」で
ある)という垂直的アプローチ Cvertical approachJを20世紀末に採用したのである。もっとも，
私人間における人権保障の問題が一切対象外とされたわけではない。まず， i公的機関」に含ま
れる裁判所の条約適合的解釈やコモン・ローの発展等によって「水平的効力 Chorizontal
effectJ Jは生じ得ることとなる 11)。さらに，第6条3項bは「公的性質を有する職務」を履行
する者も「公的機関」に含まれると規定している。「公的機関」概念を拡張することによって一
定の私人(私的団体)を人権法に直接的に服さしめ得る当該規定も，私人聞における人権保障に
影響を与えるものである。本稿では，前者よりも私人が人権法によって規律される程度が高いと
考えられる後者12)を主たる考察対象とし，人権法上の「公的機関」に関する議論を参照した上で，
人権規定の名宛人と私人間における人権保障のあり方についての考察を試みることとする 13)。
2 1998年人権法における市ublicauthority"概念
人権法制定の際，大法官は， i我々は.まず第一に.この〔人権法案上の〕規定は公的機関に
のみ適用されるべきものであって，……私的な諸個人には適用されるべきでないと決意したJ14) 
との説明を行っている。そして， i公的機関Jの定義に関しては以下のように述べている。
「人権法案を展開する中で，我々は第6条において公的機関の広範にわたる Cwide-rangingJ 
定義を選択した。我々はこれに対応する広い責務を創設した。これは，議会主権を維持する
本法案の枠組みの範囲内で，国家 CstateJによる権力濫用に対して諸個人の権利にとって
10) S. Grosz， ].Beatson血 dP. Duffy， Human Rights (Sweet & Maxwell， 2000) p.59. 
11) See M. Hunt，‘'The‘Horizontal Effect' of the Human Rights Act" [1981 P.L. 423. 
12) C. M. Donnelly， Delegati・on01 Governmental PowerωPrivate Parties (Oxford University Press， 2007) p.246. 
13) 本稿に関連する先行研究として，北島周作「行政法における主体・活動・規範(六・完)J国家学会雑誌、122
巻1 口 12号 (2009年)1466貰以下，榊原秀司1rイギリスにおける行政サーピス提供主体の多様化に伴う基
本理念の変容と法的対応」南山法学33巻3= 4号 (2010年)147頁以下。前者は本稿の執筆に際して大いに
参考にさせていただいた文献であり，後者は本稿に関連する人権合同委員会報告書の検討を行うものである。
14) Hansard， HL Vol.582 cols.1231-1232 (November 3， 197). 
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できるだけ多くの保護を提供したいためである。J15) 
また.当時の内務大臣も「公的機関」に関する議論の中で以下のように述べている。
「我々は国家 (state)の現実的かつ現代的な定義を求めており，それはこれに対応した人権
侵害に対する広い保護を提供するためである。したがって 人権法案の下での賛務は中央・
地方政府や瞥察一一国家を構成するものに関するミニマリストの見解を象徴する組織一ーと
いった狭いカテゴリーを越えるものであろう。J16) 
上記のように，人権法の制定過程においては， r公的機関Jが伝統的に「国家jと考えられて
きたもののみに限定されない旨の説明がなされている。人権法6条3項bは「公的性質を有す
る職務」をl直行する者も「公的機関」に含まれると規定しており，第6条は伝統的な「国家Jと
いう基礎の上tこifunctionalな覆い [overlay)J]7) ;を付加する重層的な構造を有するものと埋解
できる。したがって，人権法6条上の「公的機関Jは，“core(standard/obvious/pure/true) 
public authority". “hybrid (functional) public authority'¥ 裁判所・審判所，という 3つのタイプ
に分知可能となる 18)。前述のとおり，裁判所が「公的機関Jに含まれることによって生じ得る「水
平的効力Jの問題は本稿の考察対象ではないため，以下では“corepublic authority"と“hybrid
public authority"に|制して検討していくこととする。
3 1998年人権法における“corepublic authority" 
(1)定義
人権法6条l項は.r公的機関 [publicauthority Jが条約上の権利に適合しない方法で行為す
ることは違法である」と規定する。もっとも，人権法6条3項は““publicauthority" means一"
ではなく““publicauthority" includes一"と規定しており，人権法は「公的機関」に該当するも
のの網羅的な定識をしていない 19)。その理由としては， i公的機関の性質を明らかに有するため
に言及する必要がない一定の団体が存在するJ20)ことが挙げられる。このような団体が「‘core'
public authority，すなわち〔人権法〕第 6条3項に関係なく第 6条の範囲内にある機関J21)で
ある。「人権法の下で，この性質の団体は，自身がなすすべてにおいて条約上の権利と適合する
15) Hansard. HL Vol.583 col.808 (November 24. 1997) 
16) Hansard. HC Vol.314 col.406 Oune 17. 1998). 
17) P. Cane.“Church. State and Human Rights: Are Parish Councils Public Authorities?" (2004) 120 L.Q.R. 41. p.45. 
18) R. Clayton and B. Tomlinson. The Law 01 Human Rights (2nd ed. Oxford University Press， 2009) p.232. 
19) 対照的に.2000年情報自由法では，情報請求の対象となる「公的機関 (publicauthority) Jが別表に掲げられ
ている CFreedomof Information Act 2000， s.3and Sch.l)。
20) R. (，ω1 the aPPlication 01 Quark Fishing Ltd)むSecretaη 01State lor Foreign and Commonwealth Affairs (No.2) 
[2005] UKHL 57: [2006] 1 A.C. 529 at [85] (Lord Hope). 
2J) Aston Cantlow and Wilmcote with Billesley Parochial Church Council v Wallbank [2003] UKHL 37; [2004] 1 
A.c. 546 at [8] (Lord Nicholls). See H. Woolf， ].Jowell. A. Le Sueur， C.Donnelly and I.Hare. De Smith's Judi. 
cial Review (7th ed. Sweet & Maxwell， 2013) p.151. 
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ように行為することが命じられるJ22)。また，欧州人権条約 34条(および人権法7条7項)の
規定23)を根拠として. 1‘core' public authorityであることの一つの帰結…・・・は，当該団体はそれ
自身で条約上の権利宏享受しないということであるJとぢれている 24)。
(2)該当機関とその判断手法
人権法案と同時に提示された白書では.1公的機関」として.1中央政府(行政機関を含む)， 
地方政府，警察」等が挙げられているお)。また，判例上， core public authorityに該当する「最
も明らかな例は，政府部局 (governmentdepartments) ，地方公共団体，警察および軍隊である」
とされているお)。
では， core public authorityか否かの判断はどのようにしてなされるのであろうか? この点
につき貴族院が判断を行ったのがAstonCantlow判決であり，イギリス国教会の再建・修理を
管轄する教区教会協議会 (ParochialChurch CouncilJ = PCCが問題とされた。まず， Lord 
NichollsとLordHopeは.組織の性質が「政府的 CgovernmentaI)J 27)であることに着目する。
ここでは，人権法の立法趣旨が欧州人権裁判所で得られたであろう権利侵害に対する救済を国内
で提供する (1権利を国内に持ち帰るJ)ことであるから，ストラスブールでイギリスがその行為
の責任を負うこととなる政府団体は corepublic authorityであり得ると示唆されているお)。そし
て，より具体的な判断要素に関しては， Lord Nichollsが以下のように判示している。
「その性質が政府的である団体としての組織の直観的な分類の背後には，特別な権限 Cspecial
powers)，民主的アカウンタピリティ (democraticaccountability J.全体または部分的な公
的な資金提供，公益のためにのみ行為する義務，そして制定法上の構成 (statutoryconsti-
tution)のような要素が見出されるJ29)。
一方， Lord HobhouseとLordRodgerは，組織の全体的な職務の性質が「政府的」であること
に着目している 30)。上記から. Aston Cantlow判決においては. core public authorityか否かの
22) AstoηCantlo叫ん sutranote 21. at [7J (Lord Nicholls) 
23) 欧州人権条約34条は「裁判所は，この条約又はこの条約の議定書に定める権利がいずれかの締約国によって
侵害されたと主張する個人非政府団体又は個人の集団からの申立てを受理することができるJ(奥脇直也=
小寺彰編集代表『国際条約集 (2014年版)j(有斐閣.2014年)371頁)と規定しており，人権法7条7項は「本
条の適用上，訴訟手続がその行為に関して欧州人権裁判所で提起されたならば条約34条の趣旨に照らして被
害者 (victim)であろう場合に限って，当人は違法な行為の被害者である」と規定する。
24) Asto河 Ca河tlow.sutra note 21. at [8J (Lord Nicholls)， See ibid， at [47J (Lord Hope) ; at[87] (Lord Hobhouse) 
25) Home Office. supra note 6. at [2.2]. 
26) Asto舟 Cantlow.su戸ranote 21. at [7J (Lord NichoIls). Se邑 YLv Birmingham City Cou月cil[2007] UKHL 27; 
[2008J 1 A.c. 95 at [91J (Lord Mance)， 
幻) Aston Cantlow. supra note 21. at [7] (Lord Nicholls); at [47] (Lord Hope) 
28) J Beatson， S， Grosz. T， Hickman and R. Singh. Human Rights (Sweet & Maxw巴1.2008) p.343目
29) Aston Cantlow， sutra note 21， at [7J (Lord Nicholls) 
30) Ibid， at [8] (Lord Hobhouse); at [166] (Lord Rodger). 
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判断手法に関して.前者の「組織の性質」に着目する institutionalなものと，後者の「組織の全
体的な職務の性質」に着目する functionalなものが併存していると理解できる 3D。後者に関して
言えば，人権法6条3項bに関わりなく第6条の範囲内にあるとされる corepublic authorityの
判断手法としてfunctionalな要素を重点的に考慮する根拠は乏しいようにも思われる。また，伝
統的な「国家」のカテゴリーに属しない団体を条約上の権利を一切享受し得ないものとすること
には問題があり， core public authorityか否かの判断手法としては， ["ハードエッジな事実基準
Cfactual criteriaJ J 32)である institu tionalなものが優れていると評価できる。両者の判断手法に
違いはあったものの，貴族院は全員一致でPCCをcorepublic authorityでないと判断した。
(3)職務・行為に関する公私区分
人権法6条3項bは「一定のその職務が公的性質を有する職務である者Jも「公的機関Jに
含まれる(=“hybridpublic authority")としているが，第6条5項は「特定の行為に閑し，そ
の行為の性質が私的なものであるならば第3項bのみを理由として当人は公的機関とならない」
と規定する。上記の規定から明らかなように， ["職務」と「行為」は区別されており， ["多数の異
なる行為 CactsJが単一の職務(functionJの履行において関係し得るJ3)こととなる。反対に，
人権法によって["core public authorityは第6条l項により関連する行為の性質が何であれその
行為のすべてについて拘束され.したがってcorepublic authorityの私的行為・職務と公的行為・
職務の聞の区別をする必要はないJ34)。しかし， hybrid public authorityの議論においては，
core public authority自身が担ってきたサービスの提供を民問委託した CcontractoutJ場合に，
受託者たる私的団体の履行する当該職務の性質が問題となる。その限りにおいて， (core public 
authorityの職務がすべて「公的性質を有する職務J(人権法6条3項b)であるか〉については
議論の余地がある。
人権法制定の際， core (obvious) public authorityに関して，大法官は「あらゆるその行為が第
6条に服さしめられるJ35)と述べるにとどまっている。一方，当時の内務大臣は「あらゆるその
職務が公的なものであるJ36)としている。貴族院判決37)および学説38)においても， (core pub-
lic authorityの職務はすべて公的なものである〉と理解するものは見受けられる。通常の用語法
31) P. Cane，“Accountability and the Public/Private Distinction" in N. Bamforth and P. Leyland (edsふPublic
Law in a Multi-Layered Constitution (Hart Publishing， 2003) p.252. 
32) Ibid. p.254. 
3) YL， sutra note 26， at[130] (Lord Neuberger). 
34) Ibid. at [131] (Lord Neuberger). 
35) Hansard， HL Vol.583 col.81l (November 24， 197). 
36) Hansard， HC Vol.314 col.4090une 17， 198). 
37) See e.g.， Aston Cantlow， sutra note 21， at[41] (Lord Hope). 
38) See e.g・， JLandau，“Functional Public Authorities after YL" [207] P.L. 630， pp.630羽L
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で，公的な履行主体によってなされる職務が「公的職務」と称されているのも事実である。この
点につき.注目すべきはDawnOIiverの以下のような見解である。
「あらゆる corepublic authorityのすべての職務が『公的性質を有する職務Jであるならば，
人権法は極めて簡単に公的性質を有するあらゆる職務の行使に適用され得るとして，人権法
6条において公的機関とその一定の職務が公的性質を有する団体との聞の区別をする必要は
なかったであろう。……人権法第6条l項の下では，私的な職務または活動を遂行する場合
であっても standardpubIic authorityは条約上の権利を尊重するように義務づけられる。第
6条l項の義務は，ある職務が公的性質を有するものであるという区分によって決まるもの
ではない。J39) 
人権法の解釈として，この見解は一定の説得力を有するものである。結論としては， I core pub-
lic authorityの職務を『公的性質を有するJとみなすことは……誤導的なものであるJという評
価40)が正鵠を射るものであろう。むしろ， core pubIic authorityの職務・行為は性質上会合る
ものであっても私的なものであっても関係なく人権法に拘束されるという点にこそ人権法の真価
があるとも考えられる 41)。
(4)小括
人権法6条l項は， I公的機関 (pubIicauthority Jが条約上の権利に適合しない方法で行為す
ることは違法である」と規定する。もっとも，人権法6条3項は「公的機関」に含まれるものを
規定するのみであって，人権法においては，性質上明らかに「公的機関」である団体の存在が前
提とされている。このような団体が“corepublic authority"である。その例としては，中央・地
方政府の機関や警察といったものが挙げられる。 Corepublic authority は，自身のなすすべての
行為が条約上の権利に適合するように義務づけられ，自身で条約上の権利を享受し得ないとされ
る。
Core public authorityか否かの判断において， Aston Cantlow判決は，主として「政府的
(governmentaIJ J性質に焦点を合わせるものであった。だが，判断手法として， I組織の性質」
に着目する institutionalなもの (LordNicholls . Lord Hope)と， I組織の全体的な職務の性質」
に着目する functionalなもの (LordHobhouse・LordRodger)が併存した。①人権法6条3項
bに関わりなく第6条の範囲内にあるとされる corepublic authorityの判断において functional
な要素を重点的に考慮する根拠は乏しいこと，②伝統的な「国家」のカテゴリーに属しない団体
を条約上の権利を一切享受し得ないcorepublic authorityとすることには問題があることを鑑み
39) D. Oliver，“Functions of a Public Nature under the Human Rights Act" [204] P.L. 329， p.38. 
40) YL， supra note 26， at[141] (Lord Neuberger)目
41) S巴eJ. McJean，“Public Function Tests: Bringing Back the State" in D. Dyzenhaus， M.Hunt and G. Huscroft 
(eds.)， A Simple Common Lawyeァ(HartPublishing， 2009) p.l96. 
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れば，従来の「国家」概念を前提とする institu tionalな判断手法が正当であろう。また， Lord 
Nichollsの提示する具体的な判断要素は注目に値する。とりわけ「民主的アカウンタピリテイ
(democratic accountability) Jという要素は corepublic authorityに固有のものであると理解さ
れる 42)。このような理解は，国家機関であるが民主的に責任を負うものでない「裁判所または
審判所」を「公的機関Jに含むと明示する人権法6条3項aの規定とも整合的である 43)。
人権法によってrcore public authorityは第6条l項により関連する行為の性質が何であれそ
の行為のすべてについて拘束され， したがって corepublic authorityの私的行為・職務と公的行
為・職務の聞の区別をする必要はないJ44)。しかし， hybrid public authorityの議論においては，
core public authority自身が担ってきたサービスの提供を民間委託した場合に.受託者たる私的
団体の履行する当該職務の性質が問題となる。その限りにおいて， (core public authorityの職
務がすべて「公的性質を有する職務J(人権法6条3項b)であるか〉については識論の余地が
ある。この点につき，人権法制定の際の内務大臣の説明や貴族院判決・学説の一部では， (core 
public authorityの職務はすべて公的なものである〉との理解が見受けられた。しかし， (Oliver 
が指摘するように)人権法の規定の仕方からすれば，むしろ corepublic authorityの職務・行為
は性質上公的なものであっても私的なものであっても関係なく人権法に拘束されるという点が強
調されるべきであろう。
4 1998年人権法における“hybridpubl ic authority" 
(1)問題の所在一一「公的性質を有する職務j
サッチャ一政権の誕生後に生じた， r民営化 (privatisation)，外部委託およびPFIの下でのプ
ロジェクトのような政策を通じた多くの伝統的な政府的職務の分割 (hiving-off)は，伝統的に
理解されてきた公私区分に関するブレをもたらしてきたJ45)。たしかに， 1979年以降，私的団体
は従来国家によってなされてきた種々の職務に関与することとなり，その現象は「国家の空洞化
(hollowing out) J 46)とも表現されている。公的セクターの縮小および民間セクターの拡大によっ
てもたらされ得る問題としては，国家が担ってきた一定の職務を履行する私的団体による「人権
侵害」が挙げられる。 1998年に制定された人権法は，第6条3項bで「一定のその職務が公的
性質を有する職務である者」も「公的機関」に含まれると規定し， core public authorityに該当
しないが「公的性質を有する職務」と「それ以外の(私的)職務」の両者を行う“hybridpublic 
authority"をその適用対象とした。当該規定は，私人による「人権侵害」の問題に対する一定の
42) K. Markus，“What is Public Power: The Courts' Approach to the Public Authority Definition Under the 
Human Rights Act" in ]. J owell and ]. C冶oper(eds.)， Delivering Rights (Hart Publishing， 2003) p.81. 
43) See D. Oliver，“The Frontiers of the State: Public Authorities and Public Functions under the Human Rights 
Act" [200] P.L. 476， p.483. 
44) YL， supra note 26， at[131] (Lord Neuberger). 
45) S. Palmer，“Public， Private and the Human Rights Act 198: An Ideological Divide" (2007) 6 C.L，J. 59. 
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解決策となり得るものと考えられる。そして， r特定の行為に関し，その行為の性質が私的なも
のであるならば第3項bのみを理由として当人は公的機関とならない」との規定(人権法6条5
項)は，私人の行為に対する人権法の過度な拘束を防ぐ歯止めとして機能し得るものである。
では， hybrid public authorityか否かの判断はどのようにしてなされるのであろうか? そむ
そも(何が「公的性質を有する職務J(人権法6条3項b)に該当するか〉は「人権法が何ら指
針を与えていない問題であるJ47)。さらに，履行される職務の性質を検討する際には「公私区分
は政府と非政府の聞ではなく社会・コミュニティと個人の聞に存する」のであり， r公的性質を
有する職務」であるか否かの判断は「価値判断 (valuejudgementsJ Jに基づくものとなり得
る48)。以下では，控訴院判決 (PoplarHousing判決， Leonard Cheshire判決)および貴族院判
決 (AstonCantlow判決， YL判決)を概観した後に，主要な学説を紹介した上で， hybrid pub-
lic authorityか苔かの判断の中核をなす「公的性質を有する職務」であるか否かの判断に関して
検討を加えていくこととする。
(2) Poplar Housing判決(控訴院)
Poplar Housing判決の事案は， 1996年住宅法 (HousingAct 1996Jの下で一定のホームレス
に対して住宅提供義務を負う地方公共団体 (TowerHamlets)の住宅ストックを移転するため
に創設された住宅協会 (housingassociationJのPoplarHousingが(居住者は住宅提供を受ける
資格を失ったと判断して)占有回復のための手続を開始したのに対し，居住者が人権法を通じて
適用される欧州人権条約8条の権利(私生活および家族生活が尊重される権利)を主張したとい
うものである。
Lord Woolf首席裁判官は， hybrid public authorityに関連する問題には「緩やかな解釈 (gen-
erous interpretationJ J 49)がなされねばならないとしながらも，以下のように述べている。
「そうでなければ公的団体が履行義務を負ったであろう活動をある団体が行っているという
事実は，そのような履行が必然的に公的職務であることを意味し得ない。公的団体は自身の
公的義務を履行するために私的団体のサーピスを利用し得る。〔人権法〕第6条は，私的団
体がそのようなサービスを提供するとすればこの職務の性質は必然的に公的なものである，
というように適用されるべきではない。」印)
その上で， r公的性質を有する職務」であるか否かの判断に関しては，以下のように判示する。
46) R. A. W. Rhodes，“The Hollowing Out of the State: The Changing Nature of th巴PublicService in Britain" 
(194) 65 Pol. Q. 138. 
47) K. D. Ewing，“The Human Rights Act and Parliamentary Democracy" (199) 62 M.L.R. 79， p.90. 
48) Cane. supra note 31. p.254. 
49) Poplar Housing and Regeneration Community Association Ltd v Donoghue [201) EWCA Civ 595; [202) Q.B. 
48 at [58). 
印)Ibid. 
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「そうでなければ私的なものであろう行為を公的なものとし得るものは，当該行為に公的な
性質または印を押し付ける特徴ないしその組合せである。行動に対する制定法上の権限
(Statutory authority)は少なくとも当該行為を公的なものと特徴づけるのを促進し得るも
のであり，公的機関である他の団体によって行使される職務に対するコントロールの程度も
同様である。私的な性質を有し得る行為が公的団体の活動に密按に組み入れられて
(enmeshed)いればいるほど，その行為は公的なものとなりがちである。J51) 
結論としては，当該住宅協会は地方公共団体の住宅ストックを移転するために創設さきれたもの
であって，移転以前から居住者で、あった者に対する行為は地方公共団体の指示に服すること等が
考慮され. ["本事案で，……住宅を提供し占有回復を求めるに際して，住宅協会の活動は公的職
務の履行を必ずしも伴うものではなかったが. Poplarの役割は TowerHamletsのそれと密接に
融合されている (assimilated)ので Poplarは公的であって私的ではない職務を履行していた」
との判断がなされている問。
上記のように. ["公的性質を有する職務」であるか否かの判断において重視されたのは. ["履行
される職務の性質jというよりも「組織の性質や corepublic authorityとの閣の関係性」で、あっ
た。この判断手法は，学説上. ["institutional幽 relationalアプローチ」日)または「融合 (assimila司
tion)ないし閑迎性 [nexus)に基づくテスト」日)と称されている。
また. ["行動に対する制定法上の権限」や「職務に対する corepublic authorityによるコント
ロールの程度Jも「公的性質を有する職務Jであるか否かの判断要素とされている。「行動に対
する制定法上の権限Jの存在は，従来，司法審査(judicialreview)の対象となる条件とされて
きたものであるo 本判決は 「人権法6条は，……司法審査に服する団体および、活動を同定する
際に裁判所によって展開されてきたアプローチによる影響を明らかに受けているJと明示してい
る55)民)。
51) Ibid. at [65].ただし.ここでは「職務」と「行為」の区別が|鍵味となっている。
52) Ibid. at [6]. 
53) Landau. supra note 38. pp.632-633 
51) C. M. Donnelly.“Leonard Cheshire Again and Beyond: Private Contractors. Contract and section 6(3)(b) of 
the Human Rights Act" [2005] P.L. 785. p.801. 
55) Potlar Hou幻:ng.sutra note 49. at [65]. 
56) r制定法上の権限の行使Jは.従来，司法審査(judicialreview 1の対象となる条件とされてきたものである。
この条件は，伝統的な「権限除越 Cultraviresl原則J(詳細は.深海部一郎『裁最統制の法理と展開H信山社，
2013年)157頁以下参照)に基づく司法審査が〈当該行為が餓会によって付与された制定法上の権限の純聞に
適合しているか否か〉の審査であったという性格に由来している。もっとも，司法審査の対象純図に附する裁
判所のアプローチは.1986年のDatafin判決 (R.v Panel on Take-overs and Mergers Ex p. Datafin Plc [1987] 
Q.B.815)において r権力の淵源、 Csourceof the power刊テストJから r職務の性質 Cnatureof the func-
tion)~ テスト」へと変容を遂げたと理解されている (see M. Hunt.“Constitutionalism and the 
Contractualisation of Government in the United Kingdom" in M. Taggart (ed目).The Province 01 Administra-
tive Law (Hart Publishing. 1997) p目29)0 Datafin判決以後に裁判所によって展開されたアプローチは民事訴訟
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(3) Leonard Cheshire判決(控訴院)
Leonard Cheshire判決の事案は， 1948年国民扶助法 (NationalAssistance Act 1948)の下で
一定の住宅提供またはその手配等の義務を負う地方公共団体との契約に基づいて障害者に住宅提
供をしている LeonardCheshire Foundation = LCFがケア・ホームの閉所決定を行ったのに対
し居住者が人権法を通じて適用される欧州、|人権条約8条の権利(私生活および、家族生活が尊重
される権利)を主損したというものである。
Lord Woolf首席裁判官は， Poplar Housing判決を踏襲した上で¥「公的性質を有する職務」で
あるか否かの判断に関して以下のように判示する。
rLCFが大きく成長している(Jargeand flourishing)組織であるという事実はその活動の性
質を私的なものから公的なものへと変えるものではない。……私的団体の活動における公的
な資金提供の程度は履行される職務の性質にたしかに関連するけれども，それ自体で職務が
公的なものか私的なものかを決定するものではない。・…・・LCFの職務またはLCF自身に公
的な特色 (publicflavour)が存在する他の証拠は存在しない。 LFCは地方公共団体に代わ
る地位にはない。 1948年国民扶助法……は地方公共団体の行為に制定法上の権限を付与し
ているが， LCFに何らの権限を付与するものでもない。 LCFは……職務を履行する際に制
定法上の権限を行使してはいない。……LCFが何らの公的職務を履行するものでもないこ
とは明らかであるJ57)。
上記のように， r公的性質を有する職務」であるか否かの判断においては， r組織の職務または
組織自身の性質jが考慮されている。本判決の判断手法はPoplarHousing判決のアプローチと
同一であると明示されているものの回実際には「組織の性質やcorepublic authorityとの聞の
関係性」を詳細に検討するもので、はなかった。
また， r公的性質を有する職務」であるか否かの判断要素に関しては，まず「組織の大小」を
その要素とすることが明確に否定されている。他方で， Lord Woolfは， <公的団体が住宅提供に
関する義務を負う者に対して実際に住宅を提供しているという理由で「下宿展(JodginghouseJ 
手続規則 (CivilProcedur巴Ru!es)の54.1(2)(a) (ii)に反映されており，そこでは，司法審査請求は「公的職務
(pub!ic function)の行使に関連する決定，作為・不作為jの適法性審査の請求を意味する， と規定きれている。
たしかに，民事訴訟手続規則上の「公的職務 (publicfunction) Jと人権法上の「公的性質を有する職務(func
tions of a public nature) J (第6条3項b)という用詩は類似しているが，両者の内幸子は同ーのものではない
ことに注意すべきであるいωYL，supra note 26， at[12] (Lord Bingham))。なお， Datafin判決を含むイギリ
スにおける司法審査の対象範囲の議論については，岡村周一「イギリスにおける司法審査申請の排他性(六)
一一「公法Jと「私法」のー側面一一」法学論叢127巻3号 (1990年)1頁以下，北島周作「行政法における
主体・活動・規範(三)・(四)・(五)J国家学会雑誌12巻5= 6号 (2009年)683買以下・同122巻7= 8 
号 (2009年)907頁以下・同 12巻9= 10号 (2009年)1162頁以下，に詳しいo
57) R (on the application 0/ Heiょther)v Leonard Cheshire Foundation [202] EWCA Civ 36; [202] 2 Al E.R. 936 
at [35]. 
58) Ibid. 
や小規模な私的ナーシング・ホーム」がhybridpublic authorityとされるのは不適当である〉と
示唆している 59)。したがって， Lord Woolfは「職務に対する公的な資金提供」を「公的性質を
有する職務」であるか否かの判断にとって決定的な要素とみなすことも否定せざるを得なかっ
た， と推測される。そして， Poplar Housing判決と同様に「制定法上の権限」を行使する職務
が「公的な特色が存在する」ものとされている。
(4) Aston Cantlow判決(貴族院)
Aston Cantlow判決の事案は，イギリス国教会の再建・修理を管轄する教区教会協議会=
PCCがlayrectorに教会内陣 (chanceI)の修繕費用の支払義務を執行する旨の通知をしたのに
対し，土地所有者が人権法を通じて適用される欧州人権条約第一議定書l条の権利(財産権)を
主張したというものである。貴族院は4対lでPCCをhybridpublic authorityではないとした。
多数意見を構成する LordNichollsは， r公的性質を有する職務」であるか否かの判断に閲して，
以下のように判示する。
「では，ある職務が〔人権法6条3項bの〕趣旨に照らして公的なものであるかを決する際
に用いられる試金石(touchstone)は何であろうか? 全般的に適用し得る単一のテストは
明らかに存在しない。……考慮される要素は，当該職務を実行するにおいて，団体が公的に
資金提供されている，制定法上の権限を行使している，中央政府ないし地方公共団体の代わ
りをしている，または公共サーピス (publicservice)を提供している程度を含んでいる。」
もっとも， r重要なのは.申立がなされた……協議会による特定の行為が公的職務の履行と
対比される私的な行為であるかどうかである。」ω)
同じく多数意見を構成する LordHopeは， rある者が履行している職務こそが…・・“hybrid"
public authorityか否かの問題を決定するものである」と述べている 61)。しかし，実際には PCC
の職務が「公的性質を有する職務」であるかを明示的に同定することなしに， PCCの行為は私
的なものであるから r(人権法〕第6条5項が適用され，当該行為に関して PCCは第6条l項に
おける公的機関ではないJ62)と判断している。
上記の多数意見は， <履行される職務が「公的性質を有する職務」であるか)という人権法6
条3項bの問題を〈問題となる「特定の行為」が「私的なもの」であるか〉という人権法6条5
項の問題に集約しているようである 63)。ただし， r公的性質を有する職務」であるか否かの判断
においては， Poplar Housing判決に一切言及せず， r履行される職務の性質Jへの着目を支持す
59) See ibid. at [25]. 
ω) Aston Cantlow， supra note 21， at[12] and [16]. 
61) Ibid. at [41]. 
62) Ibid. at [64]. 
63) See Beatson， Grosz， Hickman and Singh， supra note 28， p.350. 
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るものであった。
また.r公的性質を有する職務」であるか否かの判断要素に関して.Lord Nichollsは.r職務
に対する公的な資金提供j.r職務に対する制定法上の権限j.r core public authorityに代わる職
務の提供」および、「職務の公共サーピス性Jといった要素を挙げている。しかし.Lord Nicholls 
の立場においていずれの要素が重視されるかは明らかとされなかった。
(5) YL判決(貴族院)
YL判決は，現在のhybridpublic authorityの問題に関するリーデイング・ケースとされるも
のである。この事案は. 1948年国民扶助法の下で一定の住宅提供またはその手配等の義務を負
う地方公共団体との契約に基づき住宅提供をしている SouthernCrossが居住者 (84歳のアルツ
ハイマー病を患った女性である YL)に施設からの退去を通告したのに対して.YLが人権法を
通じて適用される欧州人権条約8条の権利(私生活および家族生活が尊重される権利)を主張し
たというものである。貴族院は3対2でSouthernCrossをhybridpublic authorityではないと
した。
多数意見を構成する LordManceは.r公的性質を有する職務」であるか否かの判断に関して，
以下のように判示する。
人権法6条3項bが関連する「あらゆる事例において，最終的な焦点は職務の性質に合わ
せられねばならない…・・・。 PoplarHousing判決・…・・における，地方公共団体と PoplarHous-
ingとの密接な歴史上・組織上の融合 (assimilation)を明らかに第6条3項bの適用に賛成
する決定的な要素として配置することは，私の考えでは.Poplar Housingの履行していた
職務ないし役割に関係していなかったとの反論を受けやすいものである。jr私の考えでは，
1948年〔国民扶助〕法の現在の形式に焦点を合わせることが適当である。…・・・現在の法は，
ケアおよび住宅の手配を行う制定法上の義務を有する地方公共団体と，ケアおよび住宅の手
配を行う地方公共団体の義務を履行するために商業ペースで地方公共団体と契約してサーピ
スを提供する民間企業を明らかに区別している。jr私は，その手配 (arrangement)とは対
照的に，自身で手配できない人々のためのケアおよび住宅の実際の提供 (actualprovision) 
を本質的な政府的職務であるとはみなさない。Jrケアおよび住宅を提供する際に， Southern 
Crossは私的な利益を追求する会社として行為している。…"'SouthernCrossの事業の背後
にある私的および商業的な動機 (motivation)は，……SouthernCrossを公的性質を有する
職務を伴う者とみなすのに反対の向きを示す。j64) 
同じく多数意見を構成する LordScott は.r公的性質を有する職務」であるか否かの判断に関
して，以下のように判示する。
64) YL， supra note 26. at [105]. [14]. [15] and [16]. 
? 、
?
ISouthern Crossは社会的に有益な営利ビジネスを行う会社である。……これ (Southern
CrossJは.公的な資金提供を受けておらず，特別な制定法上の権限を享受しておらず，自
由に居住者を受け入れ拒絶し得る(当然，差別禁止立法には服する......)……JoISouthern 
Crossによって請求され地方公共団体ないし保健局によって支払われる料金はサービスに対
して請求され支払われている。……SouthernCrossが公的に資金提供されていると称する
ことは言葉の誤用であって誤導的なものである。JI制定法上の権限の行使または制定法上の
義務の履行において，自身で実行してきた職務の地方公共団体によるすべての民問委託
(contracting out)が，契約当事者を〔人権法〕第6条3項bの趣旨に照らしてhybridpub-
lic authorityと変えるならば，これはどこで終わるのだろうか?J I私的所有のケア・ホー
ムでなされた活動の性質と地方公共団体所有のケア・ホームでなされる活動の性質を単純に
比較することは十分なものではあり得ない。個人であれ団体であれ，当事者がその活動を
行っている根拠 (reason) も確かめることが必要である。・…"SouthernCrossの所有する
ような，私的所有のケア・ホームの職務の性質は ……普通の私的所有の学校ないし私的所
有の病院のそれと〔人権法〕第6条の趣旨に照らして異なるものではなく…・ヘ地方公共団
体のケア・ホームの職務とは本質的に異なるように思われる。」筋)
これに対して.少数意見を構成する LordBinghamは， Aston Cantlow判決でLordNicholls 
が提示した判断要素を参照した上で，①過去60年間にわたって困窮者・高齢者・障害者のよう
な人々へのケアおよび住宅の提供を確保するのは「国家の究極的な責務」であったこと 66) ②「レ
ジデンシャル・ケアの提供は制定法……によるかなり詳細なコントロールの対象である」こ
と67) ③レジデンシャル・ケアを受ける者の大多数は公的な資金によって助成されているこ
と鎚)等を指摘し，人権法の立法趣旨に照らして本事案には第6条3項bの適用があるとしている。
同じく少数意見を構成する BaronessHale は， I職務を履行する団体の性質よりも，履行され
る職務の性質こそが〔人権法〕第6条3項bの下では重要であるというのが共通基盤である」
と判示した上で69)，I公的性質を有する職務Jの判断要素として，①職務の履行を確保する国家
の寅務の存在70) ②職務内容の公益性71) ③職務に対する公的な資金提供72) ④職務が制定法
上の強制力の行使を伴うものであること 73) ⑤職務と欧州人権条約に示されている基本的価値
65) Ibid. at [261. [27]， [30] and [31]. 
66) Ibid. at [15]. 
67) Ibid. at [17]. 
飽) Ibid. at [18]. 
69) Ibid. at [61]. 
70) Ibid. at [6]. 
7!l Ibid. at [67]. 
72) Ibid. at [68]. 
73) Ibid. at [69]. 
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との関連性 7~) を挙げている。
上記のように.本判決の多数意見と少数意見は， r公的性質を有する職務」であるか否かの判
断においては「履行される職務の性質」に着目する点で共通している。すなわち，貴族院は基本
的に「組織の性質や corepublic authorityとの聞の関係性」を重視する PoplarHousing判決の
ような判断手法に否定的な立場を採っている，と理解し得ょう。そして，上記の多数意見は， r組
織が当該職務を履行する動機・根拠Jに着目する，学説上「動機に関する (motivational)アプロー
チJ75)と称される判断手法も提示している。
また， r公的性質を有する職務」であるか否かの判断要素に関して， Lord Scott (多数意見)は，
r(サービス提供の対価としての費用以外の)職務に対する公的な資金提供J，r職務に対する特別
な制定法上の権限」といった要素を挙げている。 BaronessHale (少数意見)も種々の要素を挙
げているが，特に「制定法上の強制力 (c∞O閃er閃ciルvep仰owe町r叫の行使ないし潜在的な行使は，公的
職務であるのに賛成する強力な考慮事項である」としている 76)。
(6)主要な学説
学説においては， r公的性質を有する職務」を広く認める見解と狭く限定する見解が主張され
ている。以下では，前者に分類される PaulCraigの見解と， r裁判所に影響を与えてきたJ77)と
いう後者に分類される DawnOliverの見解をみていくことにする 78)。
まず， Craigは， r [人権法〕第6条3項bはAstonCantlow判決のような民間委託Ccontracting
out)の存在しない事例にも， YL判決のような民間委託が存在する事例にも適用可能であり得る」
と指摘する 79)。前者の場合， r名目上の私的団体が人権法に服するべきであるかを決するのに用
いられ得る単一の基準は存在しない」ので (AstonCantlow判決でLordNichollsが提示したよ
うな)種々の判断要素に基づいてく履行される職務が「公的性質を有する職務J(人権法6条3
項b)であるか〉を判断するのが適当であるが鈎) Craigは，後者の場合にはそうではないと主
張する。たとえば，上記の控訴院判決では， Lord Woolf首席裁判官が， Iそうでなければ公的団
体が履行義務を負ったであろう活動をある団体が行っているという事実は，同ーの活動が私的な
サーピス提供者によって引き受けられるときにそのような実行が必然的に公的職務であることを
意味し得ない」という「大前提 [majorpremise) Jを定立している 81)。しかし， I原理の問題と
74) lbid. at [71]. 
75) Landau. supra note 38. p.636. 
76) YL， su.ρra note 26. at [70]. See ibid. at [16]-[167] (Lord Neuberger). 
7) WooJf， joweJ. Sueur， DonneJJy and Hare. supra note 21， p.15. 
78) 両者はそれぞれの見解の代表的論者とされており(巴g.DonneJJy， sゆranote 54. p.80).北島・前掲注13)
1472頁以下でも両者の見解が紹介・分析されている。
79) P. Craig， Administrative Law (7th ed.， Sweet & MaxweJJ. 2012) p.608. 
80) lbid. p.609. 
??
して，この大前提は反直観的であ」り. i公的団体内で Onhouse)行われたときに公的職務で
あるならば，民間委託された Ccontractedout)ときも等しくそうなるべきであるJ82)。したがっ
て.Craigの見解によれば. i条約上の権利の利用可能性が， どのような手法での職務の履行を
core public authorityが選択するかに応じた偶発的な発生 Oncidence)に依存するのは……正当
ではあり得ないJ83)のであって，民問委託の前後で当該職務の性質は変化せず.民間委託によっ
て履行される職務は「公的性質を有する職務」とされるべきものとなる。
これに対して， まず. Oliverは. i地方公共団体の対処する人々に対する人権法上の義務は自
身の行うことが公的ないし私的な性質を有する職務であるかによって決まるものではない以上，
ある職務が公的なa性質を有するか私的な性質を有するかの分類がどうして職務の性質ではなく
insti tu tionalかつ relationalな問題によって決まるべきであるかを理解するのは困雌である」と
Poplar Housing判決を批判する料。また.Craigの〈民問委託の前後で履行される職務の性質は
変化し得ない〉という問題意識をある程度共有しつつも.i公的機関のなすすべてのことが公的
性質を有する職務というわけではない」と主張するお)。そして. i公的性質を有する職務」は「通
常私的団体が行使するのは違法となるであろう，他者に対する特別に法的に権限を与えられた強
制力 Ccoercion)や権限の行使を含む私的団体による活動のみ」である，と限定する 86)。この見
解によれば，受刑者を拘禁する民間刑務所や患者を拘束する私立の精神病院等がhybridpublic 
authorityとされ得ることとなろう 87)0 Oliverは. i公的性質を有する職務」に関する広い解釈は
「政治的に中立なプロセスによらずに，国家の境界を前進させ，市民社会 Ccivilsociety)の境界
を後退させるものであろう」とし総) i他者に対して影響力のある私的団体の責任は個々の立法
やコモン・ロー理論の発展によって最もよく展開され得る」とする 89)。したがって. Oliverの
見解によれば.i私的団体によって実際に履行される職務(特別な権限ないし強制力の行使を含
むものを除く)に『公的なJラベルを押し付けるという人為的なこと」は回避されるべきであり，
議会制定法またはコモン・ローの発展による私人聞の人権保障こそが適当なものであるとされ
81) P. Craig.“Contracting out. the Human Rights Act and the Scope of Judicial Review" (2002) 118 L.Q.R. 551. 
p.56. 
82) Ibid. 
83) Craig. supra note 79. p.608. 
84) Oliver. supra note 39， p.331. 
85) Ibid. p.340. 
86) Ibid. p.30.この内容は，R (on the a.ρ，plication 01 A) v Partnerships in Care Ltd [2002] EWHC 529 (Admin); 
[202] 1 W.L.R. 2610およびR(on the aPPlication 01 Beer (trading as Hammer Trout Farm)) v Hampshire 
Farmers MarkeぉLtd[2003] EWCA Civ 1056; [2004] 1 W.L.R. 233において採用されたアプローチから影響を
受けている。 Ibid.pp.336-337. 
87) See ibid. p.345. 
88) Oliver， supra note 43， p.47. 
89) Oliver， supra note 39. p.350. 
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る卯)。
(7)検討
まず， hybrid public authorityか否かの判断の中核をなす「公的性質を有する職務」であるか
否かの判断において， Poplar Housing判決(控訴院)は「組織の性質や corepublic authorityと
の聞の関係性」を重視するものであった。しかし，人権法6条3項bの文言からして「履行さ
れる職務の性質Jへの着目は不可欠である。その意味で， Aston Cantlow判決(貴族院)が
Poplar Housing判決に一切言及せず， YL判決(貴族院)が「公的性質を有する職務」であるか
否かの判断において「臆行される職務の性質」に着目しているのは評価し得るものである。もっ
とも， YL判決の多数意見には， r組織が当該職務を履行する動機・根拠」に着目するアプロー
チも存在した。だが，①「あまりに安易に慈善団体が人権法に服するというデメリットを有する」
こと 91) ②〈営利を目的として行われている場合には，民間刑務所の運営等も「公的性質を有
する職務」に該当しない〉という人権法6条3項bの規定を形骸化する結果が生じ得るこ
と92) から適当なものとは考え難い。したがって， r公的性質を有する職務」であるか否かの判
断においては，端的に「履行される職務の性質」に焦点が合わせられるべきであろう 93)。
また， r公的性質を有する職務」であるか否かの判断において，控訴院および貴族院は，②職
務に対する制定法上の権限，⑤職務に対する公的な資金提供，①職務に対する corepublic 
authorityによるコントローJレの程度，③職務の公共サービス性(職務内容の公益性)，⑤core 
public authorityに代わる職務の提供，①職務と欧州人権条約に示されている基本的価値との関
連性，等の諸要素を挙げてきた。しかしながら，どの要素が決定的なものであるかは明らかとなっ
ていない。学説においては， Craigが，民間委託の存在する事例ではその前後で当該職務の性質
は変化せず，民間委託によって履行される職務は「公的性質を有する職務」とされるべきと主張
している。これに対して， Oliverは， r公的性質を有する職務」を「通常私的団体が行使するの
90) D. Oliver，“What， IfAny， Public-Private Divides Exist in English Law" in M. Ruffert (ed.)， The Public-Private 
Law Divide (BIICL， 2009) p.l6. 
91) Landau. supra note 38. p.636. 
92) A. Wi1liams.“Public authorities: what is a hybrid public authority under the HRA?" in D. Hoffman (edふThe
lmpact 01 the UK Human Rights Act on Private Law (Cambridge University Press， 2011) pp.51・52.
93) なお，人権法6条3項bの解釈において，③国家が条約上の権利を保護する積極的義務を負う者に対する他
者による権利侵害(国家の積極的義務違反)および①国家権限の委譲という 2つのカテゴリーの欧州人権裁判
所の判例が関連するとの見解がある (YL，supra note 26， at[92] (Lord Mance))。しかし，③に関しては，た
とえば刑務所で同房者を殺害した者がpublicauthorityとなるかは問題とならず(H.Quane. "The Strasbourg 
Jurisprudence and the Meaning of a 'Public Authority' under the Human Rights Act" [20061 P.L. 106. p.108) ， 
どとまで人権法の解釈指針たり得るかには疑問がある。①に関しでも，条約の性質上institutionalな要素を考
慮するものであり， r履行される職務の性質」に焦点を合わせる人権法の解釈指針としての有用性には疑問が
呈されている (seeA. Williams，“YL v Birmingham CiかCouncil:Contracting out and “functions of a public 
nature.. [2081 E.H.R.L.R. 524. pp.526-528)。
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は違法となるであろう，他者に対する特別に法的に権限を与えられた強制力 (coercionJや権限
の行使を含む私的団体による活動のみ」に限定している 94)。たしかに.i私的団体が公的性質を
有する職務を履行していない限り，公的機関の義務と私的団体の義務の聞に区別が存在すべきで
あるということは，人権法における慎重な政策 (deliberatepolicy JであったJことを前提とす
れば95) 民問委託の前後での「人権保障の格差 (gapJJ 96)の問題がすべて人権法6条3項bによっ
て解決されるべきものであるかには疑問がある。 Oliverの見解は，職務の履行において通常では
制定法またはコモン・ロー上違法となる強制力・権限を行使し得る私人(私的団体)を人権法と
いう特別な拘束に服さしめることで被害者の救済を図りつつも，人権法の適用範囲の限定によっ
て私人に対する過度な制約を防いでいる点で，人権法の解釈として優れたものであると評価し得
ょう 97)。
5 おわりに
(1)人権規定の名宛人
人権法6条l項の「公的機闘が条約上の権利に適合しない方法で行動することは違法である」
という規定は. <人権法の名宛人は「公的機関」である}ことを前提とする点で「立憲主義の核
心をなす『強法の名宛人は国家であるJという思想J98)とも共通性を有している。前述のとおり，、、、、、、
人権法の下では corepublic authorityのすべての行為が条約上の権利に適合する形でなされるこ
とが要求される。一方，我が国の百里基地訴訟最高裁判決99)においては，以下のように〈憲法
の名宛人は「匡|家」である〉という立場が相対化されている。
「錨法九条は.その憲法規範として有する性格上，私法上の行為の効力を直接規律すること
を目的とした規定ではなく，人権規定と同様，私法上の行為に対しては直接適用されるもの
ではないと解するのが相当であり，……国が行政の主体としてでなく私人と対等の立場に立
って，私人との聞で個々的に締結する私法上の契約は，当該契約がその成立の経緯及ぴ内容
において実質的にみて公権力の発動たる行為となんら変わりがないといえるような特段の事
情のない限り，憲法九条の宜接適用を受けず，私人間の利害関係の公平な調整を目的とする
私法の適用を受けるにすぎないものと解するのが相当である。(傍点筆者)J
しかし，たとえば.差別を伴う契約を私人と国家が締結すること(=国家の「私法上の行為J)
に憲法14条が置接適用されないという事態を考えれば，憲法上の人権規定が国家の「私法上の
行為」に直接適用されないことには問題があろう l∞)。したがって.i私法関係か公法関係かと
94) Oliver. supra note 39. p.30. 
95) lbid. p.39. 
96) S. Palmer，“Public functions and private services: A gap in human rights protection" (2008) 6 I.J.C.L. 585， p.587. 
97) 北島・前掲注13)1479頁。
98) 高橋和之「私人間効力論再訪」ジュリスト 1372号 (2009年)161頁。
9) 最判平成元年6月20日民集43巻6号385頁。
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いった区別は，……憲法の下で生じる区別と考えるべきであり 憲法の適用の有無を考える基準
とすべきではなかろう。国家の行為は，私法的形態で行われようと，公法的形態で行われようと，
憲法の適用を受けると考えるべきである」との批判 101)が正当である。また，本判決の調査官解
説が「民法九O条の判断をするに当たり，憲法九条のいわゆる間接適用を認めたJ102) としてい
るように，上記の立場の相対化に「私人間効力論Jが関係していることも忘れてはならない。そ、、、、、、、、
の意味で， (憲法の名指人は「国家」である(憲法は私人間には適用されない)>と強制するごと
の重要性は依然として高いと考えられ， (i)人権法によって corepublic authorityのすべての、
行為が拘束され， (ii)貴族院が私人(私的団体)を人権法の適用対象 (hybridpublic author-
ity) とするのに消極的であった，というイギリスの立場・議論から学ぶところも少なくないで
あろう。
(2)私人間における人権保障のあり方
YL判決において，多数意見を構成した LordNeubergerは，賛否両論ある民問委託に関連す
る事項は「立法問題」であるとしている 103)。そして YL判決の後に制定された 2008年保健お
よび、ソーシャル・ケア法 (Healthand Social Care Act 2008) 145条l項は，制定法の下で住宅
の手配等の義務を負う公的団体との契約に基づき看護ケアまたはパーソナル・ケアを行う住宅を
提供している者は人権法6条3項bの適用上「公的性質を有する職務」を履行しているものと
みなすと規定し， YL判決の結論を事実上覆している。ただし，上記の法制定に際して「議会は〔人
権法〕第6条の適用に閲する広汎な課題について伺も述べておらず，その課題は未だに裁判所に
残されており，貴族院の多数意見のアプローチによって拘束され続けるであろうJと曾われてい
る附。この規定について， r公的性質を有する職務Jを狭く限定しつつ議会制定法による私人間
の人権保障を是認する DawnOliverは， r国家によって代金が支払われているケア・ホームの居
住者にまで不動産保有の安定 (securityof tenure)を広げる決定が議会によってなされたことは
適当である」と一定の評価をしている刷。〈修正 14条5節に基づき，連邦議会が「主会Jによっ
て私的行為を規制し得るか〉という聞いに否定的に答えてきたアメリカ合衆国とは異なり 1ω
上記からイギリスは(私人聞の人権は法律によって保障される〉という立場を現在でも採用して
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105) D. Oliver，“Human Rights and the Privat巴Sphere"(2008) 1 UCL Hum. Rts. Rev. 8， p.l4 
106)詳細は，拙稿「ステイト・アクション概念の源流一一CivilRights Casesを中心とした一考察一一J法学研究
論集40号 (2014年)99頁以下参照。
- 119ー
いることが理解されよう。私人聞において人権を実効的に保障する方法のーっとして提示される
「立法による方法」聞は，金ィミ立憲主義の「本来の論理」から導かれるとされているが叫、、
憲主義の母国」同様に現在の我が固においても活用される余地があると考えられる。
なお.Oliverの提示するコモン・ローの発展による私人聞の人権保障にも関連する，イギリス
における r(裁判所が「公的機関」に含まれることによって生じ得る)水平的効力」の問題につ
いては，今後，別稿で詳しく論じることとしたい。
107)芦都信喜「私人聞における人権の保障J同編『愈法IU(有斐閣.1978年)45頁。
108)高橋・前掲注101)101・103頁参照。
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